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　ＥＵ・ＩＭＦの支援下のギリシャ、アイルランド経済の状況は、ポルトガルに、支援下に入れば却って成長が阻害され債務問題の解決が遅れるとの不安を抱かせる。
　ユーロ参加国首脳とＥＵ機構は、２月４日のＥＵ首脳会合で危機拡大の抑止力として期待される金融安定ファシリティー（ＥＦＳＦ）の強化について、金融安定と危機克服の「包括的戦略」の一環として３月の最終決着を目指すことで合意した。

　支援強化の条件としてドイツがフランスとともに提案した「競争力協定」には反発もあり、ＥＦＳＦの機能拡充は期待先行の感がある。経済政策の規律と支援強化の妥協点を探った結果は十分なものではないにせよ、新たな制度とルールを活用した問題解決に取り組むことが望まれる。
　ユーロ圏周辺国が陥っている財政と金融の悪循環を断ち切るには、昨年の失敗を教訓にストレステストを活用した金融セクター健全化の具体的成果を挙げることも重要だ。





現状判断を上方修正。改善テンポの鈍化した状態から徐々に脱しつつある
　日銀は14-15日に金融政策決定会合を開き、政策金利である無担保コール翌日物金利の誘導目標を0-0.1％程度に据え置き（全員一致）、総額３５兆円の基金創設による各種金融資産買い入れにも変更はなかった。

現状の景気判断については、足元の輸出や生産の良好な指標を受け、「改善テンポの鈍化した状態から徐々に脱しつつある」に判断を前進させた。判断前進は昨年５月以来、９カ月ぶりとなる。

先行きについては、先月の「景気改善テンポの鈍化した状況から徐々に脱し、緩やかな回復経路に復していくとみられる」から｢景気改善テンポの鈍化した状況から脱し、緩やかな回復経路に復していくとみられる」と「徐々に」が削除されている。

リスク要因については新興国・資源国経済の上振れを指摘した。下振れについては「米欧経済の先行きや国際金融市場の動向を巡る不確実性がある」と指摘している。

経済情勢からすれば、日銀は先月足元判断を上方修正してもよかったが、慎重にことを運び今月修正したという印象を受ける。各国中銀ともいままでの一辺倒の緩和から徐々に、逆向き発言・動きが出始めており、日銀もゆっくりゆっくり動き出してきている印象を受ける。

ただし、ゼロ金利解除のトラウマではないが、失敗は許されないという危機感から、判断は今後もかなり、ゆっくり慎重になるだろうと思われる。

日銀にとって早ければ３月（遅くても４月のFOMC）にも予定される６月までの米QE2に対しての判断が最重要イベントになりそうだ。
日銀　景気判断・見通し
	
	現状

	2010年2月
	改善テンポの鈍化した状態から徐々に脱しつつある

	2011年1月
	（据え置き）

	2010年12月
	（据え置き）

	2010年11月
	緩やかに回復しつつあるものの改善の動きに一服感がみられる

	2010年10月（展望）
	（据え置き）

	2010年10月
	緩やかに回復しつつあるものの改善の動きが弱まっている

	2010年9月
	（据え置き）

	2010年8月臨時
	（据え置き）

	2010年8月
	（据え置き）

	2010年7月
	（据え置き）

	2010年6月
	（据え置き）

	2010年5月
	景気は緩やかに回復しつつある

	2010年4月
	景気は持ち直しを続けている

	2010年3月
	（据え置き）

	2010年2月
	（据え置き）

	2010年1月
	（据え置き）

	2009年12月
	（据え置き）







　2010年10～12月期の実質ＧＤＰ（国内総生産・2000暦年連鎖価格）の成長率は、▲0.3％（年率▲1.1％）となった。また、名目ＧＤＰの成長率は、▲0.6％（年率▲2.5％）となった。


　ＧＤＰ成長率のうち、どの需要がＧＤＰをどれだけ増加させたかを示す寄与度でみると、実質は国内需要（内需）が▲0.2％、財貨・サービスの純輸出（輸出－輸入）が▲0.1％となった。また、名目は国内需要（内需）が▲0.6％、財貨・サービスの純輸出（輸出－輸入）が▲0.1％となった。



（１）民間需要の動向

　民間最終消費支出は、実質▲0.7％（7～9月期は0.9％）、名目▲1.0％（7～9月期は0.3％）となった。そのうち、家計最終消費支出は、実質▲0.8％（7～9月期は0.9％）、名目▲1.0％（7～9月期は0.3％）となった。家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃）は、実質▲1.0％（7～9月期は1.0％）、名目▲1.2％（7～9月期は0.4％）となった。



（１）四半期デフレーター季節調整系列（注）（前期比変化率）

　ＧＤＰデフレーターは、▲0.4％（7～9月期は▲0.3％）となった。
　国内需要デフレーターは、▲0.4％（7～9月期は▲0.3％）となった。
　財貨・サービスの輸出デフレーターは0.1％（7～9月期は▲3.1％）、財貨・サービスの輸入デフレーターは▲0.0％（7～9月期は▲3.7％）となった。
（注）四半期デフレーター季節調整系列＝(名目季節調整系列/実質季節調整系列)×100


（２）四半期デフレーター原系列（前年同期比変化率）

　ＧＤＰデフレーターは、▲1.6％（7～9月期は▲2.1％）となった。

　国内需要デフレーターは、▲1.0％（7～9月期は▲1.4％）となった。

　財貨・サービスの輸出デフレーターは▲3.2％（7～9期は▲3.3％）、財貨・サービスの

　輸入デフレーターは1.7％（7～9月期は1.9％）となった。

企業経営情報レポート

「産休・育休を取りたい」と言われても慌てないために
公的な育児休業制度・補助の活用法



　　　　　　　国内の現状について

　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　今、事業主にできること

　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　従業員に対する給付金制度

　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・






（１）仕事を持つ女性従業員の現状

①従業員から「妊娠報告」を受けたら

　従業員、特に女性の従業員が結婚をして「寿退職」。これはひと昔前のこと。最近は結婚をしても引き続き働くケースが増えています。次に控えているのは、「その従業員に子どもが授かること」ではないでしょうか。

　もし、従業員から「妊娠しました」の報告があったとしたらどのように受け止められるのでしょうか？

「おめでとう、元気な赤ちゃんを産んで、働けるようになったら戻っておいで。」と、にこやかに言えますか？

　それとも「さて、困ったな。退職したいと言われても、すぐにこの人に代わる優秀な従業員を見つけられるかな。だからといって、長期の休みを取りたいなんて言われたら、これも困る……。」と頭を抱えてしまうでしょうか？

②従業員のホンネ

　今度は従業員の立場です。「妊娠しました」と事業主に報告に行きたいところですが、向かう足が重たく感じるのではないでしょうか。

　新しい家族を迎え入れる希望に満ち溢れているのですが、「仕事はどうしよう。本当は産んだ後も働きたいのだけれど、認めてもらえるだろうか。嫌な顔をされないかな。」という不安を抱くことでしょう。また、「新しい家族が増えることは嬉しい反面、今まで以上に生活費が嵩むし、夫の収入も減っているので、自分が仕事を辞めると生活が苦しくなるから、仕事を続けたい。」と思い悩むことでしょう。

「育休明けに職場復帰したくてもできない（しない）理由」は「体力が持たない気がするから」がトップで、「職場が産休・育休を取得できるような雰囲気ではないから」も多いといいます。事業主の理解が得られないことにより、泣く泣く退職してしまうケースが多いのです。

　これは同時に事業主から見れば、優秀な労働者を手放すことになるのです。

③子育て中の再就職

　一旦退職してしまうと、小さな子どもを抱えての職探しには困難が待ち受けています。

「良い人なのだけど、小さな子どもがいるのでは、いつ休まれるかわからないから、採用できない」と敬遠されてしまいます。




（１）育児休業制度等の活用

　子どもが授かる従業員を産休・育児休業明けも引き続き雇い続け、さらに一定の要件を満たした事業主に対し経済的にバックアップされる制度があります。

　これらの制度を活用することで、優秀な職員に対し「子どもを持っても働き続けてもらいたい」とお考えの事業主と、働き続けたいと願う従業員との双方の思いが実現することができます。

　平成22年度の主な育児関係助成金等の概要は、下記のとおりとなります（要件等の詳細は省略しておりますのでご了承下さい）。

■育児・介護雇用安定等助成金

①中小企業子育て支援助成金

	　一定の要件を備えた育児休業・短時間勤務制度を実施する中小企業主に対して、育児休業取得者・短時間勤務制度の適用者がはじめて出た場合に助成金を支給する制度。

●対象事業主
一定の要件に該当する常時雇用する労働者の数が100人以下の雇用保険適用事業主であること。
●支給対象期間
該当する労働者が平成18年度から平成22年度までの間に育児休業・産後休業を開始し６ヵ月以上取得した後職場復帰後６ヵ月以上継続して雇用された場合。または、同期間内に短時間勤務を開始し、６ヵ月以上同制度を利用した場合。
●受給額
１人目

育児休業

100万円

短時間勤務

60～100万円

２人目

育児休業

60万円

短時間勤務

20～60万円

●申請期間
受給できる事業主の要件を満たした日の翌日から３か月以内




　社会保険・雇用保険に加入していれば、従業員が出産・子育ての期間に休業する場合、その本人に対して支払われる給付金の制度があります。

　これらの制度を活用することにより、事業主はノーワーク・ノーペイの原則どおり、休業中に賃金を支払わなければ、その期間中は、最低限の費用負担で済みます。一方、従業員も無給である期間、一定の要件を満たせば賃金に代わるものとして給付金等支給により、生活費を補うことができます。


（１）産前・産後休業

　期間は原則、産前：６週間、産後：８週間となります。

	●産前休業
出産予定日が平成22年12月31日の場合、平成22年11月20日からとなります。
●産後休業
予定日の平成22年12月31日に出産した場合、翌日の平成23年１月１日からとなります。実出産日によって、産後休業の開始が前後します。


（２）育児休業

　期間は原則、産後休業経過後（産後８週間）から子が１歳になるまでです。

（３）休業期間中の賃金
　産前産後休業期間、育児休業期間の賃金については、法律上規定されていないため、有給・無給のどちらでもかまいません。

　産前～育児休業期間には、要件を満たせば健康保険や雇用保険から給付金等が支給されます。賃金の支給があれば、いずれも減額されるので、無給が一般的です。

	①産前産後期間
健康保険から「出産手当金」として標準報酬月額の３分の２が支給されます。
②育児休業期間
雇用保険から「育児休業給付金」として休業開始前の賃金の約50％が支給されます。


（４）保険料徴収

　産前・産後休業期間中は、労使ともに休業前と同等の社会保険料がかかります。本人負担分の徴収方法は、毎月振り込んでもらうか、出産後にある程度まとめて支払ってもらうなど、従業員の方と相談の上、決定することをお勧めします。

　また、雇用保険料は、賃金が支給されない場合はかかりません。

（５）社会保険料免除

　育児休業期間中は、社会保険料が労使ともに免除されます。


　前述のような給付金制度を活用することにより、事業主・従業員の方の双方が金銭的な負担に苦しむことなく、出産・育児休業を与え、与えられることができます。

　行き着くところは、「帰る所があるのか」ということでしょう。

　結婚しても、子供を産んでも働き続けたいと願う従業員に対しては、職場全体が再び受け入れてあげられる雰囲気と環境が整っていれば、悩んだ挙句、「子供を産まない」「産んだら辞める」などという選択肢を選ばないで済みます。

　日本中のありとあらゆる職場で、「子供を産んでも復帰できる環境」があれば、少子化問題はかなり小さくすることができるのではないでしょうか。もちろん、母となる方の職場だけでなく、父となる方の子育て期間中の職場の理解も大いに必要となるのです。

経営データベース 

資金繰りを計画する際の確認事項
資金繰りを計画する際、注意しなければいけない確認事項がありましたら教えてください。

　資金繰り計画の基となるデータは事業計画です。つまり、資金繰り計画を立てる期間の月次の経営計画を作成することからスタートしなければならないのです。また、資金繰りが厳しくなる傾向を分析し、計画へ落とし込むことも必要です。

１．事業計画の確認

　事業計画において策定された、ベースになる売上等の数字を認識します。その際、「経常収支」「経常外収支」「財務収支」に区分し、資金繰り計画に落とし込んでいきます。

　また、基になる事業計画の数字は、厳しい数字を出しておくことが望まれます。いちばん厳しい状態で売上・原価・経費はどのように推移していくかを予想し、それに基づいて資金の流れを落とし込んだ計画は手堅いものとなるからです。 

２．資金繰り計画を立てる際の確認事項

　資金繰りは、他社との現金のやり取りの結果です。つまり、常に相手がいるということになります。相手との交渉次第で何とかできる可能性がある反面、自分はしっかりやりくりしていても相手の都合でうまくいかなくなってしまうことも十分に考えられます。

　資金繰り計画を考えるときには、まずは自社の現状を改めて確認してみてください。基本となるチェックポイントは以下の通りです。 

【自社の資金繰りの現状チェックポイント】
	売上関連
	支出関連

	●売上高の現金と掛売りの割合の把握

●売掛金回収条件の把握

●受取手形のサイトの把握

●受取利息などの営業外収入の把握
	●仕入高の現金仕入と掛仕入の割合

●買掛金の支払条件

●支払手形サイト

●固定費の金額

●売上高変動に伴う変動費の割合

●借入金、支払利息の返済金額


３．その他の確認事項

　①設備投資予定の確認

　②納税資金の見積もり

経営データベース 

資金繰り悪化の原因とその兆候
資金繰り悪化の原因とその兆候とはどのようなものですか？
１．資金繰りを苦しめる原因
　売上は順調で利益をあげていても、資金繰りは苦しくなるばかりという状態には、必ず何らかの原因があります。
　資金繰りが悪化する要因でよく見受けられるものは、以下のようになります。原因を明確にして、改善策も考慮に入れた資金繰り計画を作成することが望まれます。 
【資金繰りが苦しくなる原因】
	●売掛金の回収が遅くなっている

●買掛金の支払が早くなっている

●在庫をたくさん抱えすぎている

●無理な設備投資をしている

●売上が急激に伸びている

●経費をムダ使いしている
	●売掛金の回収管理が不十分である

●不要な不動産を購入している

●前倒しで借入金の返済をしている

●利益と収支の違いの認識が不十分である

●会社のお金と自分のお金を混同している

●余計なお金を使っている


２．資金繰りが厳しくなる予兆

　資金繰りが悪くなってしまう前に、その予兆を早めにつかむことができれば、迅速に対策を打ち、資金不足を防ぐことができます。

	１．売掛債権過大の兆候

　●現金払いから手形払いへ、手形サイトの延長や期日書替などないか

　●上記のような事態について、得意先から十分な事情を聴取している

　●営業サイドでは、得意先に対し無理な押し込み販売が行われていないか  

２．棚卸債権過大の兆候

　●販売に即応した生産管理、仕入管理が行われているか

　●品揃えは適切か、品種は多すぎないか

　●各品目の有高は回転期間から見て適切な手持量となっているか

　●不用品、不良品などの滞貨資産は速やかに整理、償却できているか  
３．固定資産過大の兆候

　●固定資産に資金を注ぎ込みすぎていないか

　●固定資産回転率は低すぎないか

　●自己資本固定比率、長期資本固定比率などは適正な水準にあるか

　●設備資金の返済計画に無理はないか  
４．関係子会社融資の実態把握

　●子会社、関係会社の資金繰りは健全か

　●総融資が焦げ付く危険はないか

　●関係会社の経営内容について、その動向を十分に把握しているか  
５．融通手形の有無とその回収対策

　●融通手形が発行されていないか

　●相手方の要請によりやむなく発行されている場合、万一の資金対策はあるか  
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～5四半期ぶりのマイナス成長も景気は足踏み脱却へ
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図表　ユーロ参加国の銀行市場の現状（2010年末時点）
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2月日銀決定会合：


現状判断を上方修正。改善テンポの鈍化した状態から徐々に脱しつつある
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デフレーターの動向　
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１│近年の少子化の状況　

















今、事業主にできること
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１│育児休業制度の活用においてのメリット　

















従業員に対する給付金制度
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１│育児休業等のしくみと給付金　
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④社会保険料がかかります
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健康保険～出産手当金支給
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